




序     文  

 

本「ザンビア・イニシアチブ地域における農村開発プロジェクト」は、隣国アンゴ

ラからの難民を受け入れ、且つザンビア共和国 9 州の中でも貧しい州のひとつである、

西部州の農村地域における人間の安全保障の確保と貧困削減をめざし、2005 年 1 月よ

り協力が開始されました。  

 今般、プロジェクトが 2008 年 12 月 31 日をもって終了するのに先立ち、これま

での協力内容の評価をザンビア共和国と共同で実施するため、独立行政法人国際協力

機構（ JICA）は、2008 年 7 月に終了時評価調査団を組織し、その結果についてザンビ

ア共和国政府関係当局者と署名を交わしました。本報告書は、同調査団が実施した調

査及び協議結果を取りまとめたものです。  

ここに本調査にあたりましてご協力を賜りました関係各位に対して深甚なる謝意

を表しますとともに、今後とも本件技術協力の成功のために、引き続きご指導、ご協

力いただけますようお願い申し上げます。  

  

平成 20 年 11 月  
 

独立行政法人国際協力機構  
ザ ン ビ ア 事 務 所       
所 長  鍋  屋  史  朗 
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終了時評価結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ザンビア共和国 案件名：ザンビア・イニシアチブ地域における農村開発

プロジェクト 
分野：農業・農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：ザンビア事務所 協力金額：約 1.2 億円 

（R/D）：2006 年 1 月 1 日～ 先方関係機関：農業・協同組合省 
 2008 年 12 月 31 日 日本側協力機関：特になし 

（延長）： 
（F/U）： 

協力 
期間 

（E/N）（無償）：  

他の関連協力： 
技術協力プロジェクト「孤立地域参加型村落開発計画」

１－１ 協力の背景と概要 

ザンビア共和国は 1964 年の独立以来、周辺国からの難民受入に寛容な姿勢を保ち、特に西部州では

アンゴラ内戦による多くの難民を受け入れてきた。しかしながら難民受入による社会的・経済的負担

は大きく、特に土地、食糧、農畜産業、教育、保健医療、インフラ等資源が限られている西部州では、

難民受入コミュニティの負担は大きな問題となっている。これらの問題に対処するため、ザンビア政

府は 2001 年に難民に対する人道支援と受入地域への開発援助を両輪とするザンビア・イニシアチブ・

プログラム（以下、ZIP）を開始、各ドナーの参加も得て、難民と受入地域住民との平和的共存の推

進を目的とした支援の枠組みが策定された。 
このような背景において、ザンビア政府は参加型総合農村開発を通じて対象地域の安全保障と難民・

受入コミュニティ間の調和を促進し、エンパワーメントを図ることを目的とした技術協力プロジェク

トをわが国に要請し、2006 年より本プロジェクトが実施された。 
 
１－２ 協力内容 

ザンビア･イニシアチブ地域の 3 郡（カオマ、セナンガ、シャンゴンボ）内から選定される 9 村落に

おいて、村落の開発対応能力の強化、生産･生計向上技術の導入を行うとともに、州･郡レベルの農業・

協同組合省（以下、MACO）職員が村落開発を支援する能力の強化を図る。 
(1) 上位目標 
ザンビア･イニシアチブ地域の農村の活性化、食料の安全確保及び生活改善を通じて、人間の安全保

障が確保され、貧困が軽減される。 
(2) プロジェクト目標 
対象村落において住民参加型による持続的実施が可能な農業･農村開発のモデルが構築される。 
(3）アウトプット 
アウトプット１：対象村落において地域の問題を把握し解決する能力が強化される。（コミュニティ

にかかる問題の特定･解決に関する対象村落の能力が向上する。） 
アウトプット２：対象村落において生産物の収量及び付加価値向上のための技術が導入される。（農

作物の単位収量及び付加価値の向上に資する農業生産及び加工技術が導入される。） 
アウトプット３：参加型アプローチ及び適正技術の普及を通じてコミュニティ開発を支援する現地実

施機関の能力が向上する。 
(4) 投入 
日本側： 
長期専門家派遣：1 名、機材供与：総額約 264 千 US ドル、短期専門家派遣：延べ２名、ローカルコ

スト負担：総額約 0.17 億円、研修員受入：本邦研修、第三国研修各 1 名 
相手側： 
カウンターパート（C/P）配置： 延べ 29 名、車両提供： 四輪駆動車両 5 台、バイク 6 台 
土地・施設提供 
２．評価調査団の概要 

(担当分野・氏名・職位) 
団長・総括 鍋屋 史朗        JICA ザンビア事務所長 
協力計画 1 パトリック・チバムリロ  JICA ザンビア事務所現地職員 

 
調査者 

協力計画 2 舛岡 真穂実       JICA ザンビア事務所員 
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 評価分析 板垣 啓子        グローバル・リンク・マネジメント(株)
研究員 

調査期間 2008 年 7 月 30 日～8 月 15 日 評価種類：終了時評価 
３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

３－１－１ 投入実績 

(1) 日本側投入実績 
1 名の長期専門家と 2 名の短期専門家が派遣され、供与機材として車輌 2 台をはじめ総額 264 千円相

当が供与された。ザンビア側 C/P 2 名が本邦及び第三国研修に参加した。パイプライン専門家が派遣

された 2005 年度から 2008 年度までの日本側のローカルコスト負担はプロジェクト終了時までの計画

額を含め総額 17,494 千円である。 
(2) ザンビア側投入実績 
ザンビア側からは延べ 29 名のカウンターパートが配置されたほか、MACO 所有の四輪駆動車両 5 台、

バイク 6 台がプロジェクト活動に提供された。また、西部州 MACO 内のプロジェクト事務所と同事

務所の付帯資機材及び電気・水道設備がプロジェクト施設として提供された。 
 
３－１－２ 成果達成の実績 

アウトプット１： 対象地域の 8 村落において、参加型手法を用いた問題分析・計画立案ワークショ

ップが開催され、全体で 32 件の小規模プロジェクトが企画された。現在これらの小規模プロジェク

ト 29 件が実施中であり、そのうち 20 件（69％）は小額ながら既に村落共同の事業として収益をあげ

ている。また、これら小規模プロジェクトの運営に関しては、各プロジェクトの委員会と、それらを

統括する村落委員会が設置され、定期会合を開催して事業のモニタリング・管理に当たっており、適

正な活動・会計記録が整備されている。小規模プロジェクトの成功率は 69％と目標値の 50％を上回

っており、コミュニティの開発活動に向けた能力強化についても満足すべき水準に達している。 
アウトプット２： 対象村落では、上記の小規模プロジェクトの実施を通じて 7 種類の新技術が導入・

普及され、指標に設定された 6 種類以上の技術導入という目標は達成された。しかしこれらの技術は

共同事業を通じて展示・普及されたものであるため、今般調査において農民の知識の習得割合につい

ては確認できなかった。受益者へのインタビューにおいては、これらの技術が個別世帯にも波及しつ

つあることが報告されているが、今後村落レベルでの調査により確認が必要である。 
アウトプット３：プロジェクトではこれまでに 5 回の研修、5 回のワークショップを実施しており、

C/P 及び関係者延べ 140 名が参加している。プロジェクト終了までにもう 1 回、C/P 13 名を対象とし

た研修が計画されており、研修受講者総数は述べ 153 名となる見込みである。個々の C/P の受講につ

いては 28 名と目標値の 30 名をわずかに下回る実績であるが、実際の村落での活動への研修受講者参

加率は 75％と目標値の 70％を上回っており、本成果については概ね達成されている。 
 
３－１－３ プロジェクト目標達成の見込み 

今般の評価ではまず本プロジェクトの目標である「参加型の農村開発モデル」について、システム化

され定期的に実施される村落レベルの開発関連活動、生計向上に資する新技術の展示普及、それらを

定期的に支援・指導する政府機関の体制という 3 側面から構成されるものと定義した。村落レベルで

は住民の組織が構築されて定期活動が行われており、記録や継続的な活動計画も整備されている。ま

た普及員による技術指導も村落への直接訪問を通じて定期的に実施されており、郡レベルの支援体制

も本プロジェクトを通じ制度化されている。以上のことからプロジェクト目標達成の見込みは高いと

判断される。 
 
３－１－４ 上位目標達成の見込み 

本プロジェクトにより構築される参加型農村開発モデルは、村落レベルの自発的･制度化された取り

組みと生計向上技術の展示普及、政府機関による組織的な支援体制の 3 側面から構成されるものであ

り、村落の貧困への対応に関連した経済的便益という直接的な効果のみならず、コミュニティ構成員

間の社会関係の改善や個々人の行動様式の変化等、間接的な効果をもたらしうるものである。したが

って、同モデルの波及を通じ、貧困削減と人間の安全保障の向上を目指す本プロジェクトの上位目標

達成に貢献する見込みは高いと考えられる。 
 
３－２ 評価結果の要約 
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(1) 妥当性： 
本プロジェクトはザンビア国の中央政府・地方政府の開発政策及び農業開発計画の重点分野に合致し

ており、日本の協力政策にも沿っていることが確認された。また、対象地域の住民も自らの発意と努

力による村落開発事業の効果を高く評価しており、本プロジェクトの妥当性は検証された。 
(2) 有効性： 
村落レベル、政府レベルともに組織化・組織の制度化が行われ、村落レベルの自発的な開発活動を実

施・支援するための継続的な活動計画が策定されている。プロジェクトにより構築されたモデルは直

接・間接的な便益をコミュニティにもたらし得るものであり、プロジェクト実施の有効性は高いと判

断される。 
(3) 効率性： 
本プロジェクトの運営において、日本・ザンビア側双方の投入、活動はアウトプットの達成に効果的

に結びついており、本プロジェクトの効率性は概ね確保されている。 
(4) インパクト： 
プロジェクトの活動に関連して、村落レベル、実施機関レベルでのポジティブな効果、影響が確認さ

れ、ネガティブな効果、影響は特定されなかった。上位目標達成へのインパクトに関しても正の効果

が予想される。 
(5) 自立発展性 
政策的方向性の継続性及び本プロジェクトの活動によって C/P・受益者が獲得した知識や技術の維

持・活用の可能性は高い。また、他ドナーが本プロジェクトの成果に関心を持ち、西部州での継続的

な支援を検討している。従って、制度的環境と資金の継続性は少なくとも今後数年間は確保できる見

通しであり、プロジェクトの自立発展性は高いと判断される。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 

(1) 計画内容に関すること 
参加型アプローチの実践のためには対象村落レベルの活動が不可欠であるが、本プロジェクトの対象

地は遠隔･孤立地域であり、カウンターパートの移動手段には制約があった。プロジェクトでは移動

手段確保のためのローカルコスト負担を特例的に行った。これにより、対象村落での活動に関する密

接なモニタリングが可能となり、モデル構築という目標達成への貢献要因となった。 
(2) 実施プロセスに関すること 
経験共有のために開催されたワークショップ等の機会を通じ、各郡レベルの C/P がチームとしてよい

意味での競争意識を持ったことは、C/P の積極的な関与を引き出すことにつながり、プロジェクト活

動の円滑な進捗に貢献した。また、郡レベル C/P がチーム体制で活動に当たる中で、経験を積んだ普

及員が若い普及員を補佐･指導する共同体制が生じたことは、プロジェクト実施、特に対象村落レベ

ルの活動に関して非常に有益であった。 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

(1) 計画内容に関すること 
対象地域がザンビア･イニシアチブ地域に特定されていたことから、プロジェクトの対象地域は遠

隔・孤立地域に設定されていた。これら対象地域へのアクセスの困難さは日常的なプロジェクト活動

実施にとって障害となり、特に日本人専門家や州レベル C/P によるモニタリングの精度に影響を及ぼ

した。 
(2) 実施プロセスに関すること 
参加型アプローチに関する研修講師等を他地域から招聘したため、普及員への継続的な指導が困難で

あり、特にプロジェクト当初の村落活動の導入に際して円滑さを欠く一因となった。 

 

３－５ 結論 

合同評価チームは、プロジェクト活動が遅延・障害なく実施されたことを確認し、協力期間内にプロ

ジェクト目標が成功裏に達成されるものと判断し、プロジェクトは当初予定期間を以て終了するもの

と結論する。 
 
３－６ 提言 

３－６－１ プロジェクト終了までに実施すべき事項 

(1) 村落レベルで実施されている個々の小規模プロジェクトについては今般評価調査の対象として
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いない。したがって、実際の開発効果、個々の農民レベルでの技術知識の普及度合を含め、プロジェ

クト終了時点までにインパクトアセスメントを行うことが望ましく、それにより将来的な活動継続に

関する留意点等、重要な示唆が得られるものと考えられる。  
(2) プロジェクトでは州及び郡レベルで MACO 各局間の調整連携を促進するメカニズム（PaViDIA 
Operation Room: POR）を導入しており、公的な設置承認がなされる予定である。しかしながら、特に

郡レベル POR の設置は新たな試みであり、州 POR との役割分担も含め、その運営体制及び責任範囲

を明確化していく必要がある。JICA は、関係者との更なる議論を行い、プロジェクト終了後もこれ

らの組織体制が継続的に機能するよう働きかけることが望ましい。  
 
３－６－２ プロジェクト終了後に実施すべき事項 

(1) プロジェクト成果をより広範に波及していくため、州 MACO が今後実施する職員対象の研修等

の機会において、本プロジェクトで形成されたモデルとその実施経験を広く紹介することが望まし

い。長期的な貧困削減の視点からは、他ドナー等の支援により実際に村落レベルの活動を実施する郡

のみならず、MACO は、広く州内の職員の参加型アプローチにかかる能力向上を図ることが重要であ

ると思料される。 
(2) 2003 年の組織改正により、州・郡レベルでは MACO 各局間の調整を図る機能として州・郡農業

調整官（PACO、DACO）のポストが設置されているが、各局の指揮系統と平行して確保されている

これらの連絡調整チャンネルが実態として機能していない場合も散見される。地域の問題への柔軟な

対応は参加型アプローチの重要な要素であり、そのためには地方レベルでの調整機能がきわめて重要

であることから、少なくともこれら調整官の機能がバイパスされることのないよう、MACO は、省内

でのさらなる周知徹底が必要である。 
(3) MACO では参加型の普及アプローチを重視しており、PaViDIA 手法をはじめとする参加型手法が

各地で試みられている。これらの参加型アプローチをより深化・展開させていくためには、成功事例

のみならず失敗の経験をも含めてフィールドでの実践経験を総合的にレビューすることが必要であ

る。本プロジェクトの経験からは PaViDIA 手法の改善につながる重要なフィードバックも得られてお

り、MACO は、実際の普及関係者からの経験共有を行いつつ、組織として参加型の農村開発アプロー

チの経験を蓄積していくことが将来的な展開にむけて極めて重要であると考えられる。 
(4) 今般評価調査の過程において、ZIP と本プロジェクトの関係性についての整理が行われたことを

受け、事後評価時の混乱を避ける意味からも、PDM の上位目標にかかる記載については、「ザンビ

ア・イニシアチブ地域において村落活動、食料安全、生活の改善を通じて貧困削減、人間の安全保障

が強化される。」と改定することが望ましいと判断された。 
 
３－７ 教訓 

(1) プロジェクト目標とサイト・実施期間 
モデル確立を目標とするプロジェクトにおいては、パイロット活動の詳細なモニタリングが不可欠で

あることから、サイト選定にあたってはアクセスを重視する必要がある。また、一定の「モデル」を

確立するためには相応の活動実施・モニタリングに基づく分析検討が必要であり、特に参加型アプロ

ーチはその実施そのものに時間がかかることから、プロジェクト形成段階で、目標とするモデルの内

容を明確化するとともに、その実施期間についても十分に検討することが肝要である。 
(2) プロジェクト計画の定期的レビューと適時の修正 
本プロジェクトに関し、PDM の指標が決定されていなかったこと、また ZIP の大幅縮小という環境

変化に応じて変更された活動の方向性が PDM 上に反映されていなかったことは、今般評価調査の実

施に困難を及ぼした。プロジェクトの枠組みの定期確認及び必要に応じた変更修正を行うことは極め

て重要であり、そのためには合同調整委員会や運営委員会等、プロジェクト運営管理を担う組織を公

的に設置する必要がある。小規模な案件や関係者が地方部に散在している場合でも、案件管理の側面

のみならず透明性と責任の明確化の観点から、しかるべき組織体制と定期的な機会の設定は不可欠で

あると考えられる。 
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第１章 終了時評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

 ザンビア共和国（以下「ザ」国）は1964年の独立以来、周辺国から寛容に難民を受

け入れ、特に西部州ではアンゴラ内戦による多くの難民を受け入れてきた。しかしな

がら、アンゴラと国境を接し「ザ」国内でも貧困度の高い西部州では、土地、食料、

教育、保健医療などの資源・サービスが限られており、難民流入により受入地域（住

民）への負担が大きな問題となっていた。そのため、2001年1月、「ザ」国政府は、難

民に対する人道支援と受入地域に対する開発援助の連携を念頭に置きつつ、西部州の

貧困対策に難民を参加させる「ザンビア・イニチアチブ・プログラム（ZIP)」を開始

した。2002年3月には、我が国も参加してUNHCR、アフリカ開発銀行、各ドナー政府、

「ザ」国政府による合同現地調査が実施され、難民と受入地域住民との平和的共存の

推進を目的にした支援のフレームワークが作成された。  

 このような背景をもとに、「ザ」国政府は対象地域の安定とコミュニティ間の調和

を促進し、地域住民のエンパワーメントを図ることを目的に、参加型農村開発を取り

入れた技術協力プロジェクトを我が国に要請した。その結果、2006年1月より「ザンビ

ア・イニシアチブ地域における農村開発プロジェクト」が3年間の協力期間で開始され

た。  

 プロジェクト協力期間終了を半年後に控えて、これまでの活動と成果の実績を確認

し、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）に基づき評価を

行い、プロジェクトに対する提言及び類似プロジェクトへの適用可能な教訓について

関係者の合意形成を図るため、終了時評価を実施した。  

 

１－２ 調査団の構成と調査日程 

担当分野  氏 名  所 属  

総括 /団長  鍋屋 史朗  JICA ザンビア事務所長  

評価分析  板垣 啓子  グローバルリンクマネジメント (株 )研究員

協力計画１  パトリック・チバムリロ  JICA ザンビア事務所現地職員  

協力計画２  舛岡 真穂実  JICA ザンビア事務所員  

 

調査期間：平成 20 年（2008 年） 7 月 30 日～ 8 月 15 日  

調査日程：付属資料２（合同評価報告書 ANNEX１）参照  

 

１－３ プロジェクトの概要  

(1) 上位目標  

ザンビア・イニシアチブ地域の農村の活性化、食糧の安全確保及び生活改善を通

じて、人間の安全保障が確保され、貧困が軽減される。    

(2) プロジェクト目標  

対象村落において住民参加型による持続的実施が可能な農業・農村開発のモデル
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が構築される。    

(3) 成果 

1.コミュニティにかかる問題の特定・解決に関する対象村落の能力が向上する。 

2.農作物の単位収量増及び価値の付加等にかかる農業生産及び加工技術が導入され

る。 

3.参加型アプローチ及び適切な技術を通じ、現地実施機関（州レベル、郡レベルの

MACO 関係機関）の能力が向上する。    

 

現在までに、農業・協同組合省（以下、MACO）及び西部州農業調整官事務所及

び州内の３つの郡農業調整官事務所をカウンターパート機関として、長期専門家

（村落開発／業務調整）１名と短期専門家（延べ2名）が派遣されている。  

本プロジェクトは、持続的な農村開発事業を目標とすることから「ザ」国農業普

及システムを活用した住民参加型アプローチとし、住民一人当たり100US$を上限と

する資本を投下する小規模プロジェクトを試行した。ザンビア・イニシアチブは、

受け入れ住民と難民から構成されるLocal Development Committee（LDC）が実施主

体である。LDCは西部州内の3郡（Kaoma、Senannga、Shangombo）に22組織されて

いたが、ファシリテーター役の農業普及員が配置されている９つの村落を対象とす

ることとした。事前評価調査の際、対象村落は以下の基準で選定することが合意さ

れた。  

①村落内にリーダーシップを発揮する長が存在する  

②コミュニチィ組織がしっかりしている  

③世帯数が100から150 

④伝統的酋長の理解が得られる  

⑤外部から大きな援助を受けていない  

⑥農業普及員のアクセスが可能  

⑦難民が存在する  

⑧村落内に大きな紛争がない  

 

実施にあたっては、ザンビアで持続的農村開発を先行して実施している JICAの技

術協力プロジェクト（孤立地域参加型村落開発計画）が開発した村落開発手法を参

考とした。  
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第２章 終了時評価の方法  
 

本終了時評価は、JICA 事業評価ガイドライン（改訂版）に基づき、プロジェクト・

サイクル・マネジメント（Project Cycle Management：PCM）の評価手法を採用して、

日本、ザンビア双方の評価者から構成される合同評価調査団により実施された。  

 

２－１ ＰＤＭの改訂 

事前評価時に策定された本プロジェクトの PDM には明確な指標が示されていなか

ったため、今般評価に先立って、プロジェクト開始当初の状況及びプロジェクトが実

施したベースライン調査の結果等を踏まえて指標の検討を行った。これらの指標につ

いては合同評価調査団内で議論され、合意された指標に基づいて終了時評価が行われ

た。事前評価時の指標と今回設定した指標の対比及び指標設定根拠は下表に示す通り

である。  

 

要約 
R/D 時点の 

指標記載 
今回修正指標 指標に関する考え方と設定根拠 

プロジェクト目標：

対象村落における住

民参加型アプローチ

の実践を通じ、持続

的な農業・農村開発

のモデルが構築され

る 

• コミュニティによ

る組織化改善の度合

い 

•行動計画の実践の

実績 

•ファシリテーター

の技術指導の適切さ

• ZIP と MACO の連

携事業数 

• カウンターパート

による他地域への普

及計画 

1.9 村落においてコ

ミュニティの開発に

関連した定期会合が

開催され、SP の計

画、実施、モニタリ

ングの記録が整備さ

れる。 

2．村落レベルの活動

を継続・展開するた

めの計画が策定され

る。 

3.地域の MACO 職

員が村落への指導計

画を策定し、定期的

な技術指導を行う。

「モデル」の定義：システム化され定期

的に実施される村落レベルの開発関連

活動、それらを定期的に支援・指導監督

する体制、活動の記録と継続的な計画の

存在を含めて「モデル」と考える。 

1.村落での定期的な会合の開催、活動記

録の整備（現行のモニタリングシステム

により確保される見通し）      

2.村落レベルの活動を継続するための

計画の存在（ワークショップを通じて村

落開発 5 ヵ年計画が策定されており達

成可能）              

3.普及員の定期的な訪問指導の見通し

（普及活動計画、郡 POR のモニタリン

グ計画により達成可能）       

アウトプット 1： 

対象村落において地

域の問題を把握し解

決する能力が強化さ

れる 

• 住民により特定さ

れた問題とその解決

の数 

• 成功した小規模プ

ロジェクト数 

• 女性の参加とジェ

ンダーメインストリ

ーミングの度合い  

1.コミュニティの問

題が特定され、コミ

ュニティの自助努力

を通じた解決のため

の優先度が明確化さ

れる。 

2.上記に基づき企画

実施された SP の

1.ワークショップ開催により問題点が

発掘され、解決に向けた事業計画が策

定・実施されることを想定。     

2.マイクロプロジェクトは住民の発意

と管理によるものであり、過去に経験の

ない新しい試みも想定されるため、目標

とする成功率は 5 割とする。 
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• 自主事業と村落開

発に向けた継続的な

活動  

50％以上がコミュニ

ティに便益をもたら

す。 

アウトプット 2： 

対象村落において生

産物の収量及び付加

価値向上のための技

術が導入される。 

• 新規導入された技

術の数と質 

• 記録された優良事

例数 

• 技術展示実施数 

• 新規技術導入農民

数と適用の度合い  

• 参加女性の数と参

加度合 

1.対象村落におい

て、少なくとも 6 種

類の技術が新規に紹

介・導入される。 

2.農民の 50％以上

が新規に導入された

技術のうち最低 1 種

類について正確な知

識を有する。  

1.評価時点で想定されていた技術（水管

理、稲作導入、食品加工、農産物保存技

術、マーケティング）に加え、主たる生

産物であるメイズの生産向上を加え 6

種類の技術が導入されることを想定。

2.された新技術について対象村落の半

数の世帯が知識を獲得することを想定

（実際には共同事業を通じての展示で

あるため個別世帯の知識度合は把握で

きないが、事前評価時点での想定に基づ

き設定）。 

アウトプット 3： 

現地実施機関関係者

が参加型アプローチ

と適正技術を通じて

コミュニティ開発を

促進する能力を獲得

する。 

• 研修受講者数 

• プロジェクト活動

を効果的に促進した

職員数 

• 習得した知識の活

用・普及度合  

• 活動経験の記録化

と実践への応用度合 

• プロジェクトと他

のドナー、ZIP 関係

者との連携・強調度

合 

1.州及び郡レベルで

少なくとも 30 人の

MACO 職員がコミ

ュニティの計画立案

と開発活動を促進す

るための研修を受講

する。 

2.受講者の 70％以

上がプロジェクト活

動において習得した

技術を活用する。 

1.MACO 職員のプロジェクトへの関与

は意思決定・承認のみであることから、

郡MACO 職員と合わせてローカルカウ

ンターパートへの研修実施を目標値と

する。郡MACO 職員は各郡約 40 名程度

（総数 120 人）であるので、その 4 分の

1 がプロジェクト活動の対象となるこ

とを想定し目標値とする。      

2.受講者は基本的に村落でのプロジェ

クト活動に参加するという理解。高位の

CP の参加や職員の退職・異動の可能性

を勘案して目標値を 7 割に設定。 

  

 なお、指標に関する議論を通じ、アウトプットの記載が因果関係を内包している点

についても検討が行われ、活動の結果として達成されるアウトプットを明確化する観

点から、これらのアウトプットの記載についても修正を行うこととした。また、PDM

上の若干の用語についてもその意図するところを明確化する必要があるとの判断から、

これら用語の定義についても検討・合意したうえで、脚注として追記することとした。  

以上の修正を加えた PDM の改訂版は付属資料２（合同評価報告書 ANNEX 2）に示

す通りであり、本終了時評価は同 PDM に沿って実施された。  

 

２－２ ５項目評価 

本終了時評価に当たっては、以下の評価 5 項目の観点からの検討を行い、評価を実

施した。  

①妥当性：  妥当性は、プロジェクトが定めた上位目標とプロジェクト目標が、被
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援助国の開発政策やターゲット・グループのニーズと一致しているか、

また、これらの目標を達成するためのプロジェクト・デザインが妥当

であったかを検証するものである。  

②有効性：  有効性とは、プロジェクト実施によって、ターゲット・グループに対

して所期の便益をもたらすことが出来たどうかを評価するものである。

そのためにはプロジェクト目標の達成度を分析するとともに、その内

容について、プロジェクト活動によるアウトプット産出への貢献度を

検証することが必要である。  

③効率性：  効率性とは、プロジェクト実施過程における生産性のことであり、投

入がアウトプットにどれだけ効率的に転換されたかを検討する。  

④インパクト：インパクトとは、プロジェクト実施により生じた直接的及び間接的な

ポジティブ、ネガティブな効果、影響のことである。  

⑤自立発展性：自立発展性とは、プロジェクト実施による効果が、プロジェクト終了

後においても持続されるかどうか、それらの阻害及び貢献要因につい

て、政策及び制度的側面、組織及び財政的側面、そして技術的側面か

ら検証するものである。  

 

２－３ データ収集手法 

 本終了時評価に当たっては、以下のデータを収集・検討するほか、現地調査におい

ては、日本人専門家及びカウンターパートへの聞き取り、他のプロジェクト関係者及

びドナーへのインタビュー、プロジェクト対象地域踏査及び受益者との会合などを通

じ、情報を収集した。  

1)討議議事録（R/D）、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）、詳細実施

計画（PO）などプロジェクト計画資料  

2)プロジェクト活動半期進捗報告書  

3)長期専門家月例報告書  

4)短期専門家報告書  

5)日本側、ザンビア側投入の詳細  

6)プロジェクト活動進捗及び成果に関するプロジェクト作成資料  

7)MACO 及びドナー作成の関連資料  

 

 これらの情報に基づき、PDM に掲げられた指標と照らしてプロジェクトの進捗及び

成果達成状況を確認したうえで、合同評価調査団内で検討を行い、上記評価 5 項目の

観点から調査結果の分析を行った。本調査報告については平成 20 年（2008 年）8 月

15 日に MACO 政策・計画局長に対して内容を報告し、関係者の了解を得た。  
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第３章 プロジェクトの実績及び実施プロセス  
 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入 

 以下に、日本側の投入として、専門家派遣、現地国内研修、機材供与、現地業務費

支出、建物・施設等の実績について記述する。  

(1) 専門家派遣  

ｱ)長期専門家  

本プロジェクトでは、「業務調整／村落開発」分野の長期専門家１名が、プロジ

ェクトが開始された平成 18（2006）年１月からプロジェクトの終了時まで 36 ヵ

月の期間で派遣されている1)。本専門家は、西部州の州都である Mongu に常駐し、

西部州及び対象 3 郡の MACO 職員をカウンターパート（C/P）として活動を行っ

ている。  

ｲ)短期専門家  

短期専門家については、「現地生産物の活用促進」、「農村開発モニタリング活 

動促進」、の分野で延べ 2 名が派遣された。（以下、表 3-1 参照）  

 

表 3-1 短期専門家派遣実績  

 派遣分野  派遣期間  派遣日数

1 現地生産物の活用促進  
平成 18（2006）年 11 月 18 日～  

平成 19（2007）年 3 月 12 日  
115 日間

2 農村開発モニタリング活動促進  
平成 20（2008）年 1 月 21 日～  

平成 20（2008）年 3 月 15 日  
55 日間

出所：プロジェクト作成資料  

 

(2) 研修員受入（C/P 研修）  

   本邦への研修員受入として、平成 18 年度に西部州農業調整官（PACO）1 名が本

邦研修に、また平成 20 年度は Shangombo 郡農業調整官（DACO）がタイで実施され

た第三国研修に参加している。  

 

表 3-2 研修員受入実績  

 研修コース  派遣期間  派遣日数

1 
参加型村落ビジネスに資するザ

ンビア知的クラスター構築  
平成 19 年 1 月～平成 19 年 2 月  48 日間

2 第三国研修（タイ）  平成 20 年 7 月～平成 20 年 8 月  26 日間

出所：プロジェクト作成資料  

                                                        
1) 同専門家はプロジェクト開始以前の平成 17 年（2005 年）9 月よりパイプライン専門家として赴任して

いたが、プロジェクト専門家としての活動は平成 18 年 1 月より行われた。  
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(3) 機材供与  

プロジェクト活動の実施にあたり、四輪駆動車及びバイク等、総額約 8,515 千円

相当の車両が供与機材として供与されている。  

(4) 現地業務費支出  

 各年度の現地業務費支出内訳は、下表 3－3 のとおりである。平成 18 年度及び平

成 19 年度には、村落における小規模プロジェクト（Sub-Project、以下 SP と記載）

支援経費として、ZMK114,340,000（約 3,307 千円）、ZMK228,496,000（約 6,234 千円

2)がそれぞれ支出されている。平成 16 年度は約 8,006 千円相当額、平成 17 年度は約

7,224 千円相当額が支出され、平成 18 年度は予算額として、約 2,264 千円相当額が

計上されている。総計で 17,494 千円相当額のローカルコスト負担が行われた。  

 

表 3－3 現地業務費支出内訳（評価時点）  

会計年度 平成17年度(注1) 平成 18 年度 平成 19 年度 平成20年度(注2) 計 

現地通貨

（ZMK） 
146,568,034 373,495,575 501,901,407 184,682,810 1,206,647,826

円貨相当額 

（千円）（注3) 
4,953 12,622 16,962 6,241 40,778

注 1：平成 17 年（2005 年）9 月～12 月のパイプライン専門家活動経費を含む  

注 2：プロジェクト終了時までの計画額を含む  

注 3：平成 20 年（2008 年）7 月レート（1 円＝ZMK29.59）による出所：プロジェク

ト作成資料出所：プロジェクト作成資料  

 

３－１－２ ザンビア側投入 

(1) C/P の配置  

 プロジェクトには延べ 29 名の C/P が配置されている。内訳としては、MACO 本

省より１名、州農業調整官事務所より 3 名、Kaoma 郡、Senanga 郡、Shangombo 郡

の農業調整官事務所より各 8 名となっている。（C/P のリストについては、付属資料

２（合同評価報告書 ANNEX 3－3）を参照。）  

(2) 予算の措置  

 ザンビア側の実施機関である MACO が、プロジェクトの活動に係る人件費、事務

経費、施設維持費及び交通費等にかかる経費を負担している。（ただし、予算及び支

出額については他のプログラムと合わせて計上されているため詳細は不明。）  

(3) 土地、施設等の提供  

ザンビア側より、MACO 所有の車両（四輪駆動車両 5 台、バイク 6 台）がプロジ

ェクト活動に提供されているほか、西部州農業調整官事務所内のプロジェクト事務

所と同事務所の付帯資機材及び電気、インターネット、水道設備がプロジェクト施

設として提供されている。  

                                                        
2) 平成 18 年度決算レート ZMK=0.02892,平成 19 年度決算レート ZMK=0.02728 を適用  
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３－２ 各活動とアウトプットの達成状況 

 本プロジェクトにおいては、「参加型アプローチを通じた持続的な農業農村開発のモ

デル確立」がプロジェクト目標であり、同目標の達成に資する 3 つのアウトプットが

設定されている。各アウトプットの達成状況は、以下のとおりである。（各活動実績の

詳細については、付属資料２（合同評価報告書 ANNEX 4 及び ANNEX 5）を参照。）  

 

アウトプット 1：対象村落において地域の問題を把握し解決する能力が強化される。

指標：  

1-1.コミュニティの問題が特定され、コミュニティの自助努力を通じた解決のため

の優先度が明確化される。  

1-2.上記に基づき企画実施された SP の 50％以上がコミュニティに便益をもたらす。

 

上記アウトプット達成に向け、プロジェクトではまずベースライン調査を実施して

対象村落の社会経済状況を把握した。次いで、各村落で住民ワークショップを開催し、

住民による問題分析、村落に賦存する資源の同定、解決策の特定を行った。（初年度は

3 村落、第 2 年度は 5 村落が対象）。本ワークショップの結果、各村落は複数の SP を

選定し、プロジェクトの支援を得て住民による実施、運営管理が行われている。これ

らの SP 実施に際しては、住民総会で選出されたメンバーから構成される事業ごとの

委員会と、それらを統括する村落レベルの委員会が責任を持ち、それぞれの役職員が

活動と会計の記録を整備している。これらの委員会は定期会合を開催し、活動・会計

報告及び問題点の解決に向けた議論を継続的に行っている。これらの活動の結果、8

村落で合計 32 件の SP が企画され、評価調査時点で 29 件が実施中である。実施中の

SP のうち、製粉機事業や畜耕事業、野菜生産等、20 件は既に村落の共同事業として

少額ながら収益を上げるに至っており、直接的な便益が確認されている。なお、一村

落で実施する SP の集合体を（当該村落の）マイクロプロジェクトと総称している。  

 

アウトプット 2：対象村落において生産物の収量及び付加価値向上のための技術が

導入される。  

指標：  

2-1.対象村落において、少なくとも 6 種類の技術が新規に紹介･導入される。  

2-2.農民の 50％以上が新規に導入された技術のうち最低 1 種類について正確な知識

を有する。  

 

 技術導入については、上記 SP の内容に応じて担当普及員による技術指導が行われ

た。植栽・施肥方法、高収量品種導入等の栽培技術、家畜衛生・飼育方法に関する技

術、さらに収益事業に関連して簡易な会計・簿記指導が行われ、住民はこれら新たな

知識習得をプロジェクトの恩恵として高く評価している。多様な SP の実施を通じて

導入された技術は①稲作技術、②メイズ栽培技術、③山羊飼育技術、④養豚技術、⑤

養鶏技術、⑥野菜栽培技術、⑦収益事業管理技術の７種類に大別され、指標として設
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定された目標は達成された。ただし、これらの SP の大半はコミュニティ共同事業と

して実施されているため、個別農家世帯への知識の普及度について今般調査では数値

を得ることができなかった。受益者からの聞き取りにおいては個別世帯でも既に導入

を始めた、あるいは今後新たに導入する予定であるといった意見が聴取されたが、具

体的な知識の普及度合いについては、プロジェクト終了時までに確認が必要である。  

  

アウトプット 3：現地実施機関関係者が参加型アプローチと適正技術を通じてコミュ

ニティ開発を促進する能力を獲得する。  

指標：  

3-1.州及び郡レベルで少なくとも 30 人の MACO 職員がコミュニティの計画立案と開

発活動を促進するための研修を受講する。  

3-2.研修受講者の 70％以上がプロジェクト活動において習得した技術を活用する。

 

 プロジェクトでは、村落ワークショップ実施に向けたファシリテーション技術を含

め、参加型開発手法の研修を評価時点までに 5 回実施したほか、他機関が実施した参

加型開発関連の 3 研修に C/P を派遣している。また、州･郡レベルの C/P を対象とし

たワークショップを 5 回開催し、経験共有や共通の課題の特定、教訓の抽出などを行

っており、これらの研修関連活動への参加者は述べ 140 名に達している。なお、プロ

ジェクト終了までにもう 1 回、C/P13 名を対象とした研修が計画されており、研修受

講者総数は述べ 153 名となる見込みである。個々の C/P のレベルで見ると、研修を受

講した CP の数は 28 名、内訳としては州 MACO 関係者 3 名、郡 MACO 関係者 25 名と

なっている。これらの研修受講者のうち、州レベル CP 及び一部の退職・異動者を除

く 21 名が、村落レベルの指導に直接的に携わり、研修で習得したファシリテーション

技術等を駆使して指導を行っている。受講者数は目標値の 30 名をわずかに下回る実績

であるが、実際の村落での活動への研修受講者参加率は 75％と目標値の 70％を上回っ

ており、本アウトプットは概ね達成されている。  

 

３－３ プロジェクト目標達成の見込み 

 

プロジェクト目標：対象村落における住民参加型アプローチの実践を通じ、持続的

な農業・農村開発のモデルが構築される。  

指標：  

1.対象9村落においてコミュニティの開発に関連した定期会合が開催され、SP の計

画、実施、モニタリングの記録が整備される。  

2.村落レベルの活動を継続・展開するための計画が策定される。  

3.対象地域の MACO 職員が村落への指導計画を策定し、定期的な技術指導を行う。

 

今般の評価において、本プロジェクトの目標である「参加型の農村開発モデル」に

ついては、システム化され定期的に実施される村落レベルの開発関連活動、生計向上
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に資する新技術の展示普及、それらを定期的に支援・指導する政府機関の体制という

3 側面から構成されるものと定義された。各側面についてみると、まず村落レベルで

は村落委員会と SP 毎の委員会が構成されて定期活動が行われており、記録や継続的

な活動計画も整備されている。また、普及員による技術指導が村落への直接訪問を通

じて定期的に実施されていることも確認された。なお、これら村落レベルの活動に関

す る 支 援 体 制 に つ い て は 、 全 国 展 開 さ れ て い る 孤 立 地 域 参 加 型 村 落 開 発 計 画

（PaViDIA）の既往の体制3)を踏襲しつつ、本プロジェクトでは郡レベルの調整機構

（District POR）の新規設置を試みており、モニタリング計画を策定して継続的な支援

を確保するよう働きかけている。これらの 3 側面での取り組みは現時点までに定着し

て実施されており、相互に連携して相乗効果をあげていると考えられることから、プ

ロジェクト目標達成の見込みは高いと判断される。なお、事前評価時点では対象地域

を担当する普及員数が 9 名と見込まれていたため、9 村落を対象とすることが指標に

盛り込まれていたが、うち 1 名が人事配置上の問題から欠員となったため、実際のプ

ロジェクト活動は 8 村落のみで実施された。  

 

３－４ プロジェクト実施プロセス 

３－４－１ 意思決定とモニタリング 

 本プロジェクトにおいては、MACO 本省に対して、州農業調整官と日本人専門家に

よる年 2 回の定期報告が行われている。対象地域が遠隔地であり、実施関係者を一堂

に招集しての会合設定が困難であるとの判断から、プロジェクト運営管理のための公

的な機構は設置されておらず、後述の通り、プロジェクト全体の枠組みの見直しが行

われないという問題は生じたものの、これら定期報告の機会にプロジェクトの進捗及

び問題点への対応が随時行われていたことにより、プロジェクト活動に関する関係者

の理解は醸成されていた。また、特に郡レベルでは C/P 及びその他のプロジェクト関

係者による会合が不定期に召集されており、情報共有にもとづく調整が図られていた。 

 

３－４－２ プロジェクト・チーム内の連絡調整 

対象地域が遠隔・孤立地域であることから、村落レベルでの活動に携わる普及員等

の主要 C/P は遠隔地に配置されており、州都に配置されている州レベルの C/P 及び日

本人専門家との直接的な接触による連絡調整には限界があった。そのため、プロジェ

クトでは、日本人専門家による対象地域訪問のみならず、郡関係者の給与受取等の事

務的な訪問機会をも最大限に活用して、プロジェクト・チーム内の連絡調整の緊密化

を図った。また、携帯電話のメッセージ（SMS）を活用した恒常的な連絡体制、プロ

ジェクト関連活動に関する事前の情報提供と予定確認の徹底といったプロジェクト実

施上の工夫はプロジェクトの円滑な進捗に大きく貢献したと考えられる。  

 

３－４－３ 移動手段の確保のための追加的支援 

                                                        
3)  MACO 本省内及び州レベルでの PaViDIA 運営室（PaViDIA Operation Room:POR）の設置  
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本プロジェクトは、ザンビア･イニシアチブ地域に限定されたものであったため、遠

隔・孤立地域を対象として実施されたが、これら遠隔地での活動にはプロジェクト関

係者の移動手段の確保が不可欠であった。参加型のアプローチを採用するためには、

通常の普及活動による村落訪問より高い頻度での対象村落訪問が必要であり、実施機

関の通常の活動予算では C/P の移動経費を十分に手当てできなかったため、本プロジ

ェクトでは特別措置として、C/P の移動手段確保のための支援として、燃料費等の追

加負担を行った。このことにより、対象村落レベルでのきめ細かい働きかけや詳細な

指導が可能になった点は特筆に価しよう。ただし一方で、このような支援を必要とす

るアプローチそのものについて、対費用効果及び自立発展性の観点から、将来的に更

なる検討が必要であることには留意すべきと考えられる。  
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第４章 評価結果 

 
４－１ ５項目評価による評価結果 

４－１－１ 妥当性 

 以下の理由から、本プロジェクトの妥当性は高いものと評価される。  

(1) ザンビア国政府の政策・制度等との合致  

ザンビア国の第 5 次国家開発計画（FNDP）は、貧困削減を開発の最優先課題に掲

げており、農業セクターの重点分野として、普及サービス提供改善と技術開発、 農

民及び政府職員の人的資源開発が強調されている。また、対象地域 3 郡の 2006－2010

年の開発計画においては、「参加型アプローチを通じた効果的・効率的な普及サービ

スの提供」が、農村の生計向上、技術開発、農民組織の強化と並んで、3 郡に共通

した農業分野での重点目標となっている。したがって、本プロジェクトの取り組み

の方向性はザンビア政府の関連分野における政策と合致していると言える。  

(2) 日本の開発援助政策との整合性  

日本の対ザンビア国別援助計画においては、「農村開発を中心とする貧困対策へ

の支援」が重点分野の一つとなっており、そのための具体的支援として「開発計画

策定及び実施にかかる住民参加型農村開発の促進と地方レベルのキャパシティ・ビ

ルディング」が挙げられている。同様に、 JICA の国別事業展開計画でも、「農村開

発を中心とした貧困削減」は重点課題の一つに位置づけられており、本プロジェク

トは「農村開発支援プログラム」に含まれている。これらの点に鑑み、本プロジェ

クトと日本の政府開発援助及び JICA の国別事業展開計画との整合性は確保されて

いる。   

(3) プロジェクト・デザインの妥当性  

  本プロジェクトは、農村コミュニティの問題解決能力の強化、生計改善につなが

る新技術の普及、政府機関によるそれらの支援体制の改善という農村開発の 3 領域

に包括的に取り組むものである。プロジェクトの活動はそれらの要素の相互連携と

相乗効果を狙いとして、3 領域での取り組みを共時的に行うよう計画されており、

プロジェクト・デザインは妥当であったと考えられる。  

(4) 受益者ニーズとの整合性  

ザンビアの農村地域、特に遠隔・孤立地域において、地域の開発を持続的なもの

としていくためには、コミュニティの問題解決能力を強化し、農民の自助努力を支

援する政府関係諸機関職員の技術・姿勢を改善していくことが必要である。外部支

援の機会の少ない遠隔地のコミュニティにおいて、地域に腑存する資源を活用する

ための技術を習得し、自らの問題解決能力を高めていくことは、地域住民にとって

極めて重要であり、現地でのヒアリングにおいて、受益者が本プロジェクトからの

恩恵としてこの点を強く認識していることが確認された。本プロジェクトは地域住

民のイニシアチブを通じた SP の実施経験を提供することを通じ、住民自らの問題

解決能力の形成強化を目指したものであり、住民ニーズへの的確な対応であったと

言える。  
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４－１－２ 有効性 

本プロジェクトの目標である持続的な農村開発モデルの構築については、協力期間

内に達成が見込まれており、プロジェクト実施の有効性は高いと言える。  

(1) プロジェクト目標達成度  

プロジェクト対象となった 8 村落においては、住民の発意による数種類の SP が

実施されており、それらの運営管理のために、村落委員会や事業運営委員会等、村

落レベルの組織が形成され、委員会の役職員により、活動や会計の記録が整備され

ている。これらの委員会は定期会合を開催しており、MACO の普及員による指導・

支援を受けつつ、SP の継続的運営の責任を担っているが、中にはすでに新規事業を

企画実施している例もある。新技術については、SP の実施を通じて普及啓蒙が行わ

れ、普及員と郡レベルの MACO 職員による継続的な指導が行われている。地方レベ

ルでの政府関係機関による支援体制に関しては、全国で展開されている孤立地域参

加型村落開発計画（PaViDIA）の手法を踏襲しつつ、本プロジェクトでは新規に郡

レベルの調整機構（District POR）を設置、モニタリングの計画を策定し、継続的な

支援を確保するよう働きかけを行っている。村落レベル・地方の政府レベル双方で

構築されたこれらのメカニズムはすでに機能的にその責任を果たしていることから、

本プロジェクトは、協力期間内にプロジェクト目標を概ね達成するものと考えられ

る。  

(2) プロジェクト目標達成へのアウトプットの貢献度  

プロジェクトの 3 つのアウトプットはいずれもプロジェクト目標達成に資するも

のであり、住民の能力開発、新技術導入、外部政府機関による支援体制の整備とい

う 3 要素の相互連関による貢献は大きいと考えられる。  

(3) プロジェクトの有効性を高める貢献要因  

経験共有のために開催されたワークショップ等を通じ、C/P は他地域での活動の

内容や進捗を知る機会を得た。そのことにより、各郡レベルの C/P がチームとして

よい意味での競争意識を持ったことは、C/P の積極的な関与を引き出すことにつな

がり、プロジェクト活動の円滑な進捗に貢献した。  

また、郡レベル C/P がチーム体制で活動に当たる中で、経験を積んだ普及員が若

い普及員を補佐･指導する協働体制が生じたことは、プロジェクト実施、特に対象村

落レベルの活動に関して非常に有益であった。これらの経験共有・協働は、プロジ

ェクト目標の達成に大きく貢献したと考えられる。  

(4) プロジェクトの有効性に対する阻害要因  

本プロジェクトでは、対象地域がザンビア･イニシアチブ地域に特定されていた

ことから、プロジェクト活動が遠隔・孤立地域で行われることは前提であったが、

これら対象地域へのアクセスの困難さは、実際の日常的なプロジェクト活動実施に

様々な障害をもたらした。特に、対象地域へのアクセスの困難さのため、日本人専

門家や州レベルの C/P による村落レベルの活動モニタリングの精度がいささかなり

とも損なわれたことが、モデル構築というプロジェクト目標の達成に対する阻害要

因となった面は否定できない。  

また、参加型アプローチに関し、当初、西部州内でリソースが確保できなかった
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ため、他地域から研修講師を招聘して研修が実施されたが、このような研修実施体

制においては、研修期間終了後の普及員への継続的な指導が困難となり、特にプロ

ジェクト当初の村落活動の導入に際して、実務研修（OJT）のような実地指導がで

きなかったことは、活動進捗の円滑さを欠く一因となった。  

(5) 外部条件の変化による影響  

プロジェクト実施期間中、ZIP の大幅な活動規模縮小により、UNHCR 等他機関と

の連携体制は事実上消滅するという変化が生じたが、本プロジェクトの進捗に影響

は生じなかった。また、数件の SP の成果進捗に関しては、2007 年度の多雨・洪水

による影響が報告されているが、これらはプロジェクト全体の進捗に考慮すべき規

模の影響を及ぼすには至らなかった。  

 

４－１－３ 効率性 

 本プロジェクトの運営において、日本・ザンビア側双方の投入、活動がアウトプッ

トに至る関係性は、効果的に結びついており、本プロジェクトの効率性は確保されて

いると言える。   

(1) 投入によるアウトプットの達成度  

本プロジェクトでは、日本側、ザンビア国側双方から適切な投入がなされ、効果

的に活用されたことにより、以下の通り、プロジェクト活動の円滑な実施に貢献し

たと考えられる。  

①専門家の投入  

短期専門家については、プロジェクト実施過程において、必要とされる分野が具

体的に特定されたことを受けて当初要請から分野の変更が行われたが、本変更は妥

当なものであった。長期･短期専門家ともに C/P、プロジェクトのその他関係者との

関係も良好であり、その活動による投入効果は高いものであった。  

②機材の投入  

 供与された機材は量・質ともに過不足のないものであり、ほとんどが良好な状態

で管理され十分に活用されている。C/P 及び村落レベルの委員会等、プロジェクト

関係者は、すでにこれらの機材の活用・維持管理に必要なノウハウや技術を習得し

ている。一部の SP 実施に関しては必要資機材の投入が遅れ、活動時期に遅延が生

じたことが報告されているが、これは受益者が銀行取引等に不慣れであったことに

起因するものであり、プロジェクトからの投入時期に問題はなかったと判断される。 

③C/P 研修  

C/P の海外（本邦及び第三国）研修は適切であった。研修に参加したカウンター

パートからは、研修習得内容がプロジェクト活動のみならず、将来的な各々の業務

遂行に際しても有用であることが報告されている。ただし、研修時期については、

実施機関関係者より、研修成果のより広範な活用の観点から、プロジェクト前半へ

の集中が望ましいとの意見が挙げられている。  

④ザンビア側の投入  

 本プロジェクトにおいては、MACO 本省、西部州 MACO、対象 3 郡の MACO よ

り、プロジェクト活動に必要な分野のカウンターパート人員が配置されたが、Kaoma
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郡の普及員 1 名については欠員となったため、計画されていた対象村落数が 1 村落

少なくなる結果となった。土地、施設については、西部州 MACO 内に本プロジェク

ト専門家の執務スペースが提供された他、同省所有の車両がプロジェクト活動に充

てられており、円滑なプロジェクトの運営に貢献してきた。  

(2) 他の援助事業との連携  

本プロジェクトの実施に際しては、国際協力機構の支援により MACO 本省におい

て先行実施されていた「孤立地域参加型村落開発計画（PaViDIA）」の成果が活用さ

れた。参加型の村落開発手法を採用した同プロジェクトのマニュアルや教材、研修

機会を活用できたことは、本プロジェクトの活動実施、特にプロジェクト開始当初

の活動を効率的に実施するうえで大きな貢献となった。本プロジェクトは 3 年間と

いう協力期間で実施されたものであり、先行協力事業の成果活用は、モデル構築と

いう目標達成のために極めて有益であった。また、本プロジェクトの経験がフィー

ドバックされたことは、PaViDIA 手法をより深化させる上で重要な示唆となってお

り、上記プロジェクトにとっても有意義な連携であったと考えられる。  

 

４－１－４ インパクト 

本終了時評価調査では、プロジェクトの活動に関連し、ポジティブな効果、影響が

確認され、ネガティブな効果、影響は特定されなかった。上位目標達成へのインパク

トに関しても正の効果が予想される。  

(1) 上位目標の達成見込み  

本プロジェクトの上位目標は、村落での開発活動を通じて貧困削減と人間の安全

保障が達成されることであるが、本プロジェクトにより構築される参加型農村開発

モデルは、村落レベルの自発的・制度化された取り組みと生計向上技術の展示普及、

政府機関による組織的な支援体制の 3 側面から構成されるものであり、村落の貧困

への対応に関連した経済的便益という直接的な効果のみならず、コミュニティ構成

員間の社会関係の改善や個々人の行動様式の変化等、間接的な効果をもたらしうる

ものである。したがって、同モデルの波及により、貧困削減と人間の安全保障の向

上を目指す本プロジェクトの上位目標達成に貢献する見込みは高いと考えられる。  

(2) プロジェクト実施によるポジティブ・インパクト  

対象村落の受益者からは、本プロジェクトの実施を通じて、様々なインパクトが

生じていることが報告されている。具体的には、農業や畜産関連の新技術を習得し

たこと、SP 実施から得られた利益がコミュニティ共同資源として確保され、それを

原資としたマイクロクレジットの供給や、コミュニティ内部の弱者への支援が行わ

れるなど、一種のセーフティ･ネットが形成されたことなどが挙げられている。また

これらの直接的な便益のみならず、コミュニティの協働に関する意識が高まったこ

と、住民間のより良いコミュニケーションが形成されたこと、外部組織との接触や

公的な会合への参加により、行動様式の変化や自信が得られたこと等も報告されて

おり、これらは本プロジェクト実施によるポジティブ･インパクトとして評価できよ

う。  

(3) プロジェクト実施によるネガティブ・インパクト  
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今般の終了時評価調査時点で、特段のネガティブ・インパクトは観察されなかっ

た。  

 

４－１－５ 自立発展性 

本プロジェクトの活動によって獲得した知識や技術の維持と、今後の発展について

は、以下のとおり実施機関、対象村落ともに継続的に取り組んでいく姿勢が確認され

た。このことから、本プロジェクトの自立発展性は高いと思われる。  

(1) 政策及び制度的自立発展性  

 農村開発を中心とした貧困削減はザンビア国の開発政策の重点分野であり、この

政策的方向性は今後も継続していく見込みである。また、MACO も参加型の農業普

及を重視していることから、本プロジェクトの政策的自立発展性は高いと考えられ

る。MACO が参加型手法の一つとして推進している PaViDIA に関しては、中央、州

レベルで運営管理のための事務局（POR）が設置されているが、本プロジェクトの

実施を通じて郡レベルにも POR が設置され、現在制度化が進められている。対象村

落レベルでは、村落の計画策定や SP 実施を通じて組織された村落委員会及び SP の

ための管理委員会が、定期会合を通じて SP の運営管理、記録の整備及び問題の解

決にあたっており、普及員や郡の MACO 職員の継続的なモニタリングと指導により

それらの委員会活動の機能は持続する見込みである。したがって、POR の制度化と

MACO による継続的な村落活動支援により、本プロジェクトの制度的自立発展性は

確保されると考えられる。  

(2) 組織及び財政的自立発展性  

 組織的な自立発展性については、MACO による継続的なモニタリング及び指導監

督が鍵となるが、今般終了時評価においては、これらを通常の普及活動に組み込む

ことにより、頻度や精度は減少する可能性があるものの、継続的なモニタリングが

行われるであろうことが確認された。プロジェクトが確立したモデルの面的拡大の

ためには他の村落での SP 実施のための資源が必要となるが、この点に関しても、

プロジェクトが効果的にその成果を展示したことにより、他のドナー（WFP 及び

EU）が西部州での同様の支援を表明しており、少なくとも今後数年間はこれらの支

援による資金が手当てされる予定である。したがって、MACO の普及活動予算と外

部支援による活動費の確保が現実化すれば、本プロジェクトには高い組織的･財政的

自立発展性が見込まれる。  

(3) 技術的自立発展性  

 本プロジェクトにおける集中的な研修と対象村落における実践を通じ、C/P は参

加型の農村開発の概念と手法に関する理解を獲得し、村落レベルでの住民の活動を

支援するための実践的な知識・技能を修得している。また、PaViDIA との連携体制

が構築されたことにより、継続的に参加型開発にかかる技能の向上が図られること

も期待される。対象村落の受益者レベルで見ると、SP の実施を通じて導入された新

技術は SP の実施において十分に活用され、非公式ながら徐々に個々の住民レベル

にも広まりつつある。これらの技術の波及度についてはプロジェクトによる更なる

確認が必要ではあるが、普及員やその他の MACO 職員による継続的な指導が可能で
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あることから、将来的な波及の見込みは高いと判断される。したがって、本プロジ

ェクトの技術的な自立発展性は担保されていると考えられる。  

 

４－２ 結論 

合同評価調査団は、プロジェクト活動が遅延・障害なく実施され、期待された成果

が概ね得られたことを確認し、今後の継続的な努力によって、プロジェクト目標は協

力期間内に成功裏に達成されるものと結論する。よって本プロジェクトは予定通りの

期間を以て終了するものとする。  
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第５章 提言及び教訓 

 
５－１ 提言  

５－１－１ プロジェクト終了までに実施すべき事項 

(1) 小規模プロジェクト（SP）の個別評価  

対象村落で実施された個々の SP に関しては、プロジェクト終了時までに実施の

経過や成果、将来的な継続・発展のための留意事項の整理を含めた個別の評価を行

う必要がある。特に新規導入された技術の個別世帯レベルへの波及については成果

達成指標として確認が不可欠である。SP 実施に関しては、同種の事業が異なる体制

で実施されている例や、先行類似事業の経験が他の村落での事業実施に反映されて

いる例なども散見されるため、それらをも含めて個別の SP に関する整理を行うこ

とは、本プロジェクトで確立されたモデルのさらなる展開にとって重要な示唆を提

供するものと考えられる。  

(2) POR の役割及び運営体制の明確化  

プロジェクトでは州及び郡レベルで MACO 各局間の調整連携を促進するメカニ

ズム（PaViDIA Operation Room: POR）を導入しており、公的な設置承認がなされる

予定である。しかしながら、特に郡レベル POR の設置は新たな試みであり、州 POR

との役割分担も含め、その運営体制及び責任範囲を明確化していく必要がある。現

状でこれらの POR の機能は主として村落レベルの活動に関するモニタリングに集

中しているが、将来的には参加型農村開発モデルを継続的に実施・普及していくた

めの資金確保の役割をも担うことが想定される。JICA は、これら POR の役割につ

いて関係者との更なる議論を行い、プロジェクト終了後もこれらの組織体制が継続

的に機能するよう働きかけることが望ましい。   

 

５－１－２ プロジェクト終了後に実施すべき事項 

(1) 州レベルにおけるプロジェクト成果の広報  

プロジェクト成果をより広範に波及していくため、州農業調整官事務所が今後実

施する職員対象の研修等の機会において、本プロジェクトで形成されたモデルとそ

の実施経験を広く紹介することが望ましい。長期的な貧困削減の視点からは、他ド

ナー等の支援により実際に村落レベルの活動を実施する郡のみならず、MACO は、

広く州内の職員の参加型アプローチにかかる能力向上を図ることが重要であると思

料される。  

(2) MACO の州及び郡レベルにおける指揮系統の調整  

2003 年の組織改正により、州・郡レベルでは MACO 各局間の調整を図る機能と

して州・郡農業調整官（PACO、DACO）のポストが設置されているが、各局下の指

揮系統と平行して確保されているこれらの連絡調整チャンネルが実態として機能し

ていない場合も散見される。地域コミュニティの問題への柔軟な対応は参加型アプ

ローチの要点であり、そのためには地方レベルでの関係部局間調整の機能が極めて

重要であることから、少なくともこれら調整官の機能がバイパスされることのない

よう、MACO は、組織的な取り組みを通じてさらなる周知徹底を行うことが必要で
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ある。  

(3) 参加型アプローチの実践経験の総合的なレビュー  

MACO では参加型の普及アプローチを重視しており、PaViDIA 手法をはじめとす

る参加型手法が各地で試みられている。これらの参加型アプローチをより深化・展

開させていくためには、成功事例のみならず失敗の経験をも含めてフィールドでの

実践経験を総合的にレビューすることが必要である。本プロジェクトの経験からは

PaViDIA 手法の改善につながる重要なフィードバックも得られており、MACO は、

実際の普及関係者からの経験共有を行いつつ、組織として参加型の農村開発アプロ

ーチの経験を蓄積していくことが将来的な展開にむけてきわめて重要であると考え

られる。  

(4) PDM の改訂  

今般評価調査の過程において、ZIP と本プロジェクトの関係性についての整理が

行われたことを受け、事後評価時の混乱を避ける意味からも、PDM の上位目標にか

かる記載についても改定することが望ましいと判断された。合同評価調査団による

PDM 改定案は合同評価報告書 ANNEX 6（付属資料２参照）に示す通りである。    

 

５－２ 教訓 

(1) モデル策定のためのサイト・協力期間の設定  

モデル確立を目標とするプロジェクトにおいては、パイロット活動の詳細なモニ

タリングが不可欠であることから、サイト選定にあたってはアクセスを重視する必

要がある。また、一定の「モデル」を確立するためには相応の活動実施・モニタリ

ングに基づく分析検討が必要であり、特に参加型アプローチはその実施そのものに

時間がかかることから、プロジェクト形成段階で、目標とするモデルの内容を明確

化するとともに、その実施期間についても十分に検討することが肝要である。  

(2) プロジェクト計画の定期的レビューと適時の修正  

本プロジェクトに関し、PDM の指標が決定されていなかったこと、また ZIP の大

幅な縮小という環境変化に応じて活動の方向性が変更されたにも関わらず、その変

更が PDM 上に反映されていなかったことは、今般評価調査の実施に少なからぬ困

難を及ぼした。中間評価調査等、プロジェクトの枠組みを定期的に確認し、必要に

応じた変更修正を行う機会をプロジェクト計画に組み込むことは極めて重要であり、

またそのために合同調整委員会や運営委員会等、プロジェクト運営管理責任を担う

組織を公的に設置しておくことも必要である。小規模な案件や関係者が地方部に散

在している案件においても、案件の運営管理の側面のみならず透明性や責任の明確

化の観点から、しかるべき組織体制と定期的な検討機会の設定は不可欠であると考

えられる。  
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第６章 所感 

 

本プロジェクでは、Mongu（西部州の州都）を本拠地として Kaoma 郡、Senanga 郡、

Shangombo 郡の８村で活動が実施された。Mongu を中心にそれぞれに数百 km 離れ、

西部州の特徴である砂地や Shangombo 郡へのモニタリングにはボートが必要になる等、

これら対象村のモニタリングを１名の専門家で実施することの大変さが痛感された。

対象村落の選定のあり方については、５－２教訓の (1)に記載した。その他の気づきの

事項は以下のとおりである。  

 

６－１ ザンビア・イニシアチブ・プログラム（ZIP） 

 1960 年代半ばからアンゴラと国境を接する西部州には多くのアンゴラ難民が居住

し、国内でも貧困レベルの高い西部州では、食糧問題、環境問題等で難民と住民間に

軋轢を生み始めた。このため、これら軋轢の解消と避難民の庇護国（ザンビア）への

統合とを目的とした ZIP の枠組みが国際機関、ドナー国の支援のもと 2002 年 3 月に形

成された。本プロジェクトは ZIP を背景に、対象地域の安定とコミュニティ間の調和

を促進し、地域住民のエンパワーメントを図ることを目的に、我が国に要請があった

ものである。  

 しかしながら、ZIP に投入された資金監査の結果、不正使用の疑義が生じ、国際機

関等からの支援は 2005 年末をもって中止された。このためザンビア政府としての ZIP

は存続しているが、事業資金のほとんどを外部に依存する ZIP は事実上形骸化してい

る。また、本プロジェクトの開始時期と前後して大規模な難民帰還が行われ、難民数

が激減した。このような社会変化もあり、本プロジェクトを ZIP のもとで実施する意

義は認められなくなっている。この点は、早期にザンビア政府と確認されてしかるべ

き事項であり、“定期的な再確認とプロジェクト計画の見直しの必要性”として５－２

教訓の(2)に記載した。  

 

６－２ プロジェクトのフォロー 

 上記４－２結論に記載のとおり当初の協力期間内でプロジェクトは終了予定である。

対象村によっては小規模プロジェクトが開始されて１年を過ぎたばかりでもあるが、

プロジェクト期間中に比べ頻度は下がるであろうが C/P が継続してモニタリングを行

う予定である。しかしながら「参加型の農村開発」を定着させるには時間をかけたフ

ォローアップが必要でもある。平成 21 年度新規要請されている PaViDIA の後継案件

が実施される際には、本プロジェクトサイトを対象地域に含めモニタリング支援をす

ることが望まれる。  

以上  
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